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１．大企業を中心に広がる脱炭素経営 

 脱炭素経営においては、「温室効果ガス排出の測定、算定、管理などの可視化マネジメント」、「温

室効果ガス排出の削減に向けた対策の検討と実行」、「ステークホルダー（関係者等）に向けた情報

開示、報告」が求められる。世界的なＥＳＧ金融の動きと併せて、産業競争力確保のため、大企業

にはサプライチェーン全体での脱炭素化が求められており、中小企業にも脱炭素経営への取組みが

迫られている。 

 脱炭素経営では、企業自らの排出削減だけではなく、サプライチェーン全体での排出量削減が目

標となる。「Ｓｃｏｐｅ３（自社以外のサプライヤー排出）」の削減では、取引先の協力がない限り

実現できないため、取引先を巻き込んだ包括的な対策が必要となっている1。 

 パリ協定2をきっかけに、企業は、気候変動に対応した経営戦略の開示（ＴＣＦＤ）や脱炭素化に

向けた目標設定（ＳＢＴ、ＲＥ100）を通じて、脱炭素経営に取り組んでいる。わが国では、菅前首

相による「2050 年カーボンニュートラル宣言3」（2020 年 10 月）をきっかけに、大手企業を中心と

して脱炭素経営に大きく舵が切られた。ＴＣＦＤ、ＳＢＴ、ＲＥ100 それぞれへの取組み状況をみ

る限り4、日本企業は、世界トップクラスであり、そのキャッチアップには目を見張るものがある。 

                         
1 サプライチェーン全体の排出量算定にあたっては、環境省が公表する「サプライチェーン排出量算定の考え方」が
参考になる。 
2 2015 年 11 月の COP21（第 21 回締結国会合、開催地：フランス・パリ）で採択された。歴史上初めて、すべての国
が参加する公平な合意であり、発展途上国にも先進国と同様に温室効果ガスの排出削減が求められ、産業革命前
からの世界の平均気温上昇を「２℃未満」に抑えることが目標とされている。 
3 産業企業情報 No.2022-1（2022 年４月 19 日発刊）の２（２）を参照（https://www.scbri.jp/reports/industry/ 
20220419-1-5.html）。 
4 それぞれに取り組んでいる日本企業数(2022 年 12 月 31 日時点)をみると、ＴＣＦＤは 4,074 機関のうち 1,157 機関
で世界第１位、ＳＢＴは 2,141 社のうち 350 社で世界第１位、ＲＥ100 は 397 社のうち 77 社で世界第２位となってい
る。 
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 世界的なＥＳＧ金融の動きと併せて、産業競争力確保のため、大企業にはサプライチェーン全体

での脱炭素化が求められており、中小企業にも脱炭素経営への取組みが迫られている。 

 企業が脱炭素経営に取り組むメリットを享受できるよう、環境省は、各種ガイドブックを提供し

ている。2023 年３月６日に、2022 年度改定分の「脱炭素経営ガイドブック」が公表された。こ

のうち、「中小企業事業者向けの脱炭素経営導入ハンドブック ～これから脱炭素化へ取り組む

事業者の皆様へ～ver.1.0」は、これから脱炭素経営に取り組もうという中小企業を対象として

おり、脱炭素化へのきっかけを与えるものであろう。 

 中小企業が抱える「何から取り組めば良いのかわからない」等の課題に対して、まずは自社の脱

炭素化に向けたステップに見合ったガイドブック等を参考にしてみることは一案だろう。 



 

本レポートは、情報提供のみを目的とした上記時点における当研究所の意見です。施策実施等に関する最終決定は、ご自身の判断でな

さるようにお願いします。また、当研究所が信頼できると考える情報源から得た各種データ等に基づいて、この資料は作成されており

ますが、その情報の正確性および完全性について当研究所が保証するものではありません。 

 

２．2022 年度に改定された「脱炭素経営推進ガイドブック」の概要 

 中小企業の脱炭素経営への取組みでは、脱炭素化への率先した取組みによってサプライチェーン

に留まり受注機会を確保もしくは拡大できること、金融機関から好条件での資金調達が期待できる

こと等のメリットが挙げられている。 

 こうしたメリットを企業が享受できるよう、環境省は、各種ガイドブックを提供している。2023

年３月６日に、2022 年度改定分の「脱炭素経営ガイドブック」が公表された（図表１）。 

（図表１）「脱炭素経営推進ガイドブック」（2022 年度改定分）の一覧 

 

（備考）環境省ホームページを基に信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

 このうち、「中小企業事業者向けの脱炭素経営導入ハンドブック ～これから脱炭素化へ取り組む

事業者の皆様へ～ver.1.0」は、これから脱炭素経営に取り組もうという中小企業を対象としてお

り、脱炭素化へのきっかけを与えるものである。取組事例集では、さまざまな業種、規模の事例5が

紹介され、自社に見合った企業の事例を参考にすることができる。本ハンドブックは、平易に分か

りやすく解説されていることから、社内の勉強会等でも活用が期待できよう。 

３．中小企業における脱炭素経営の実践に向けて 

 中小企業が抱える「何から取り組めば良いのかわからない」等の課題に対して、まずは自社の脱

炭素化に向けたステップに見合ったガイドブック等を参考にしてみることは一案だろう。 

 環境省は、脱炭素経営に向けた取組み支援として、総合情報プラットフォーム「グリーン・バリ

ューチェーンプラットフォーム6」（図表２）を用意し、本稿で紹介したガイドブック以外にも中小

企業が脱炭素経営に取り組むにあたって参考となる各種情報の提供を行っている。これらは、自社

に見合った脱炭素経営のあり方を検討するにあたって参考になるだろう。 

                         
5 2020 年度・21 年度に実施した「中小企業の中長期の削減目標に向けた取組可能な対策行動の可視化モデル事
業」、2022 年度に実施した「中小企業の温室効果ガス削減目標に向けた脱炭素経営促進モデル事業」をとりまとめ
たものである。 
6 環境省ホームページ（https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/）を参照。 



                                

 

本レポートは、情報提供のみを目的とした上記時点における当研究所の意見です。施策実施等に関する最終決定は、ご自身の判断でな

さるようにお願いします。また、当研究所が信頼できると考える情報源から得た各種データ等に基づいて、この資料は作成されており
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（図表２）グリーン・バリューチェーンプラットフォームの概要 

 

（出所）環境省 
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